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⚫ わが国は、2023年5月にGX推進法（脱炭素成長型経済構造への円滑な移行の推進に関する法律）が成立したこと

で、GX実現に向けた第一歩を踏み出しました。政府は今後10年間で20兆円規模のGX経済移行債

を発行して先進技術の開発・実装を先導し、官民150兆円超のGX投資実現を目指しています。また、

この財源を確保するため、2026年以降カーボンプライシングを段階的に導入する予定です。

⚫ 欧米などでも政府が巨額の予算を用いてGX投資を先導する見通しであり、グリーン成長をかけた新

たな国際競争が始まっています。GXは各国の政府主導による、長期で不可逆の取り組みと言えます。

政策主導で拡がるGX （グリーントランスフォーメーション※）推進
はじめに

海外各国におけるGX推進政策

出所）GX実行会議（第7回）資料1（2023年8月）

※政府資料によると、化石燃料中心の経済・社会、産業構造をクリーンエネルギー中心に移行させ、経済社会システム全体の変革を進
めることとされている。
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① GX経済移行債による先行投資
⚫ 今後10年で150兆円の官民投資を促すため、２０２３年度以降10年間で合計20兆円規模の起債

② カーボンプライシングの本格導入

⚫ 2026年度：自主参加型排出量取引制度の本格導入
⚫ 2028年度：炭素賦課金の導入
⚫ ２０３３年度：発電事業者向け有償オークションの導入

③ カーボンプライシング収入による移行債の償還（2050年まで）

参考：ＧＸ推進法（2023年5月成立）のポイント

カーボンプライシング制度

２種類のカーボンプライシング制度の導入
①「GX-ETS（排出量取引制度）」

②「炭素に対する賦課金」

10年20兆円の政府支援

「経済成長」×「脱炭素」
のいずれにも資する投資に対して、

20兆円の政府支援を実施

民間企業
一般消費者*

※直接の制度対象ではないが、普段消費する電気代・ガス代・ガソリン代などに

転嫁され負担をすることとなる

「GX経済移行債」の発行

化石燃料に
賦課→償還

政府支援
今後10年間で総額20兆円

2050年まで総額20兆円

はじめに
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⚫ GX投資は、一義的には脱炭素技術の開発・実装を促すものですが、これに伴うエネルギーやマテリア

ルの代替を通じて、今後グローバルサプライチェーンの再構築が様々な業種で進むと見込まれます。

⚫ 企業にとっては、自社もGX実現を目指すことにより、変革が進むサプライチェーンのなかで事業機会

を獲得していくことが今後の経営課題として顕在化するものと考えます。

課題：GXという社会変革と事業機会の獲得

はじめに

サプライチェーン変革のイメージ例（鉄鋼、自動車関連）
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MRIのコンサルティングサービスの特長

環境・エネルギー分野の専門家×経営コンサルタントの協働による質の高いコンサルティング2

✓ 弊社サステナビリティ本部は、環境・エネルギー分野やサステナビリティ分野の専門家を研究員として多数擁してお

り、弊社経営イノベーション本部とのコラボレーションで業務体制を構築することにより、企業戦略策定や貴社内の

合意形成プロセスを支援し、GX実現へ向けた貴社の課題解決に貢献いたします。

総合シンクタンクとしての豊富な実績と政策面・技術面の知見に裏付けられた提案力1

✓ 弊社は環境・エネルギー分野で、官公庁・業界団体・民間企業から多数のコンサル・調査業務を受託しています。カー

ボンプライシングや再生可能エネルギー・省エネルギー、サーキュラーエコノミーなど各専門分野の政策検討や制度

運用に関与しながら、政策・技術・企業動向の最新動向について幅広い知見を蓄積しており、GXに対する深い理解・

洞察に基づく提案を行います。

✓ また、２１社に対する脱炭素経営支援（SBT目標達成支援）のモデル事業（環境省委託）やTCFDコンソーシアムの事

務局運営（経済産業省委託）を受託したほか、これらの業務経験を踏まえて民間企業等や特殊法人等から脱炭素経営

分野のコンサルティング業務を受託、実績を積み上げております。

貴社の事業内容や事業環境、課題等を丁寧に理解した上で、効果的な取り組みを提案３

✓ あらかじめ貴社の事業環境、これまでの脱炭素経営の取り組み状況、検討・取り組みの社内体制などを伺った上で、

効果的なコンサルティングのメニュー及び実施方法をご提案いたします。

✓ 受託後は貴社とのブレストを定期的に行い、具体的な事業内容や課題認識を正しく理解した上で、納得感の高いコン

サルティングを心掛けます。

はじめに
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サービスメニュー
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サービスメニューの概要

事業活動のGX実現に向けた
検討・実行フェーズ

サービスメニュー

フェーズ1：GX推進政策による影響分析

フェーズ2：GX実現に向けた戦略策定

フェーズ3：事業活動のGX実行

⚫ GX推進政策とリスク・機会の分析
⚫ GX実現に向けた取り組みの想定と簡易分析
⚫ 取り組みによるキャッシュフローへの影響分析

⚫ 脱炭素に向けた素材戦略
⚫ 再エネ電力調達戦略
⚫ 水素活用戦略
⚫ CCUS・CDR活用戦略
⚫ GXロードマップ（GX投資計画）の骨子検討

⚫ サプライチェーン排出量の算定・管理方法の
構築支援

⚫ 排出量のモニタリング・算定システム構築
⚫ 再エネ電力調達支援
⚫ クレジット調達支援
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⚫ シナリオ分析（リスク・機会の分析）は、これまで気候関連財務情報開示タスクフォース（TCFD）に対応

する形で多くの企業により実施されてきました。

⚫ 今後は内外各国のGX推進政策が各方面に大きなインパクトを及ぼすと考えられ、貴社の事業領域に

与えるリスク・成長機会を洗い出し、定量的な影響評価を行います（具体的には後述）。

➢カーボンニュートラルだけでなくサーキュラーエコノミー関連の政策・技術動向を踏まえた分析を実施します。

GX推進政策とリスク・機会の分析（1/2）

気候変動・脱炭素化による企業への影響因子（例）

フェーズ1
GX推進政策による影響分析

フェーズ2
GX実現に向けた戦略策定

フェーズ3
事業活動のGX実行

サービスメニュー

⚫ 製品ニーズの変化
⚫ 顧客からの脱炭素化要求
⚫ 製品CFPに基づく選別
⚫ 削減貢献量の評価

⚫ リスク評価
⚫ 資金調達コスト

気候変動脱炭素技術の
開発・実装

機関投資家

製品市場の
脱炭素化

⚫ 先進技術の研究開発動向
⚫ 脱炭素投資への政府支援
⚫ 炭素費用の賦課

エネルギー・
原材料調達

⚫ 再エネ電源の開発動向
⚫ 水素等のインフラ整備状況
⚫ エネルギー・資源の安全保障

環境

⚫ 事業所・工場の被災
⚫ 原材料の供給不安
⚫ 製品品質の劣化

企業

GX推進政策により

加速・拡大
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GX推進政策とリスク・機会の分析（２/2）

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

2025 2030 2035 2040 2045 2050
（年）

排出枠価格（電力部門）

炭素賦課金

（円/t-CO2）

GX推進法に基づく炭素価格の試算例 欧州国境調整措置の概要

項目 制度概要

開始・移行期間 2023～2025年

導入時の
対象

セメント、電気、肥料、鉄鋼、アルミニウムに加え
化石燃料起源水素、さらにネジなど一部の鉄
鋼下流製品（拡大の可能性あり）

対象とする排出
間接排出も含む方向である模様。
方法論は継続議論

ETS無償割当から
の移行

無償割当を2026年から段階的に
廃止、2034年までにCBAMに完全移行

所管当局と
登録簿

欧州委員会のもと、単一の当局が管理（名称
は不明だが恐らく左記のとおり）

※Trilogue合意時点の内容

⚫ GX推進政策（GX推進法）や国内の温室効果ガス排出削減シナリオを踏まえ、貴社が直面する可能性

が高い炭素価格水準を推計するとともに、貴社に賦課される炭素費用を分析します。

➢2030～2050年の炭素価格推移を推計し、中長期にわたる影響評価を実施します。

➢Scope3排出量（特にカテゴリ1・4・9等）についても、原材料調達や輸送費用に上乗せされる炭素費用を考慮し、

追加負担額を提示します。

➢別途、欧州国境調整措置について、将来の炭素価格に応じた負担額の感度分析を実施することも可能です。

フェーズ1
GX推進政策による影響分析

フェーズ2
GX実現に向けた戦略策定

フェーズ3
事業活動のGX実行

サービスメニュー
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⚫ Scope1/2排出量を削減するための各対策の中から、今後重点的に検討を進める取り組みを選定す

るために、2030/2040/2050年の各断面における各削減対策の削減ポテンシャル及びCO2削減

コストを推計し、実施可能な取り組みの全体像を可視化します。

➢必要に応じて専門の技術コンサルとともに現地の事業所を視察し、省エネ余地を検討いたします。

➢2030～2050年におけるエネルギー価格や炭素価格、各削減対策のCAPEX/OPEXといったコストパラメー

タについて複数のオプションを想定し、CO2削減コストへの影響を感度分析いたします。

設備

光熱費増分

ﾒﾝﾃﾅﾝｽ費増分

CO₂ 削減コスト

CO₂ 削減可能量

電気炉＋

再エネ電力

合成メタン調達

DAC+CCS

分離
回収

輸送

貯留

ヒートポンプ＋

再エネ電力

再エネ電力

調達（PPA）

非化石証書

設備

光熱費増分

ﾒﾝﾃﾅﾝｽ費増分

設備

光熱費増分
ﾒﾝﾃﾅﾝｽ費増分

EV＋

再エネ電力

クレジット

Scope1/2の各削減対策におけるCO2削減可能量とCO2削減コストに関する分析（成果物イメージ）

GX実現に向けた取り組みの想定と簡易分析（Scope1/2）

フェーズ1
GX推進政策による影響分析

フェーズ2
GX実現に向けた戦略策定

フェーズ3
事業活動のGX実行

サービスメニュー
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⚫ GX推進政策が中長期のキャッシュフローに与える影響の概算把握を目的として、将来の生産見込量、

（前段で抽出した）削減対策を実施する場合の投資計画、及びGX推進政策の具体的内容を想定し、中

長期にわたるキャッシュフローを分析します。

➢削減対策やGX推進政策、エネルギー価格等について複数のシナリオを設定し、感度分析を行うことも可能です。

➢取り組みのメニュー毎に分析することも可能です。

取り組みによるキャッシュフローへの影響分析（概算）

キャッシュフローへの影響分析例
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0

200
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2025 2030 2035 2040 2045 2050

（億円）

（年）

イニシャル補助

電気料金緩和措置

炭素賦課金

イニシャルコスト

CPによる電気料金上昇

ランニングコスト増分

フェーズ1
GX推進政策による影響分析

フェーズ2
GX実現に向けた戦略策定

フェーズ3
事業活動のGX実行

サービスメニュー
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脱炭素に向けた素材戦略 （Scope3・Cat1削減）

⚫ STEP３の対応策を実行に移すための動静脈のパートナーシップや、必要な実証事業

等の検討・伴走支援
パートナーシップや実証等
の検討STEP4

⚫ STEP2で整理した国内外の動向や先進的な対応事例から、貴社条件に合わせて

取るべき素材調達の変革の対応策を選定

⚫ 時系列のロードマップに落とし込み、全体の脱炭素計画との整合性を確認・統合

対応方針の策定と
ロードマップの策定STEP3

⚫ プラスチック、金属などの優先検討素材について、国内外の技術開発動向・政策動向

やベンチマーク分析を実施
優先検討素材における
国内外動向調査STEP2

⚫ Scope3 Category １の中で特にCO2排出量の割合の大きい素材や

製品のカーボンフットプリントへの影響が大きい素材を整理特定

⚫ 必要に応じ、調達部品の加工プロセス段階の影響についても調査分析

インパクトの大きい
優先検討素材の特定

STEP1

脱炭素に向けた素材戦略の検討STEPの例

⚫ 製造業ではScope3に占めるCategory １の割合が比較的大きく、対策は必須です。また、サーキュ

ラーエコノミーの観点からも重要な検討課題と考えます。

⚫ 検討すべき素材を特定し、クローズド循環やバイオ化、減量などの対応策の検討を支援します。

➢具体的方向性が見えた段階では、サプライヤーやリサイクル企業などとのパートナーシップ構築の検討支援なども

行います。

フェーズ1
GX推進政策による影響分析

フェーズ2
GX実現に向けた戦略策定

フェーズ3
事業活動のGX実行

サービスメニュー
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再エネ電力調達戦略

再エネ電力調達ポートフォリオのイメージ例

屋上太陽光

オフサイトPPA

釧路工場 オフサイトPPA

・・・ 再エネメニュー

・・・ 証書

東北 仙台工場 オンサイトPPA

北陸 ・・・ 再エネメニュー

・・・ ・・・ ・・・

関西 関西支社 屋上太陽光

・・・ ・・・ ・・・

テナント 中部 ・・・ 証書

TX州 A工場 オフサイトPPA

B工場 オンサイトPPA

C工場 REC

・・・ ・・・ ・・・

自社ビル ・・・ D支社 REC

テナント ・・・ ・・・ ・・・

・・・ ・・・ ・・・

初期投資額（百万円）

年経費計（百万円） 154.8

15.0

25.0

8.0

1.0

10.0

5.0

10.0

18.0

0.5 28.5 68.8 123.8 123.8 123.8

0

0

0 30 0

20

年経費

（百万円/年）

0.5

0.3

50.0

7.0

5.0

製造拠点

100

20

（MWh/年）
拠点

函館工場

オフィス

平日昼間のみ稼働

自社ビル
オフィス

2027 2028 2029 2030

計画

2023 2024 2025 2026

10 0 0 0

・・・

150

20
CA州

150

米国

50

300

100

100

50

250

180

製造拠点 24時間×３６５日稼働
北海道

日本

年調達量
調達手法地域拠点

⚫ 再エネ電力調達ポートフォリオの検討・策定を支援します。

➢再エネ電力調達の検討は貴社の事業戦略・計画と密接に関係しているため、それらの情報を共有頂いた上で、

省エネ計画や電力消費量の将来見通し、調達開始までの所要期間など再エネ調達手段毎の特性、費用負担、交渉・

手続き等に要するマンパワー等を踏まえ、最適な調達ポートフォリオをご提案します。

➢その際、拠点のある国ごとに、調達環境や各拠点における電力消費の特徴にも留意いたします。

➢貴社の今後の省エネ計画や、調達に必要なコストについて、各種前提を置いた上で概算することも可能です。

フェーズ1
GX推進政策による影響分析

フェーズ2
GX実現に向けた戦略策定

フェーズ3
事業活動のGX実行

サービスメニュー
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水素活用戦略

モビリティ需要水素受入

熱需要

水素

電力需要

電気

工場CN化のイメージ

再エネ電力調達

オンサイト再エネ

電化困難な熱需要を
中心に導入

長時間連続稼働車両
のFCV化

デマンド調節や
再エネ利用等の
エネルギー

マネジメントに活用
「低炭素」水素の調達

オンサイト水素製造

水素の調達

⚫ 水素は熱需要・モビリティ需要における脱炭素化の重要な手段として、電化等他の手段と組み合わせ

た最適な将来像を特定した上で導入することが有効です。

⚫ 利用機器の開発動向や貴社の熱需要の状況、水素の調達環境等を踏まえ、水素利活用に関する戦略

立案を支援します。

フェーズ1
GX推進政策による影響分析

フェーズ2
GX実現に向けた戦略策定

フェーズ3
事業活動のGX実行

サービスメニュー
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CCUS・CDR活用戦略

CCUS・CDR活用戦略の立案イメージ例

⚫ CCUSは、排出されるCO2を回収・利用・貯留する活動を指し、特にエネルギー源の完全な脱炭素化

が困難な領域への適用が重要視されています。また、CDRはDAC等により大気からCO2を除去す

る活動を指し、ネットゼロの実現に大きく貢献する技術です。

⚫ 貴社におけるこれら技術の活用戦略、また、CCUS・CDRを通じた収益機会に関する戦略立案を支援

します。

各
プロセス
の狙い

事業の現状の把握 課題の特定
CCUS/CDR
適用領域を特定

CCUS/CDR
実施方法を設定

貴社の戦略に
CCUS/CDR
適用を位置付け

主な
実施事項

• 特定した
CCUS/CDR
適用領域に係る課
題を以下の観点か
ら整理

‐ 制度
‐ インセンティブ
‐ 技術
‐ ステーク

ホルダー 等

• 整理した課題に基
づき、ビジネスリ
スクを整理

• ビジネスモデルの
考案

• 実施体制の考案

• 具体目標の設定• 各事業カテゴリで
のCCUS/CDR
適用領域の特定

• 既存プロジェクト
の把握

事業セグメント別
にCCUS/CDR
戦略の具体化

• 収益性等の定量
評価を含め、事業
別のCCS実施方
法を検討し、とり
まとめを実施

‐ セグメントA

‐ セグメントB

‐ セグメントC

立案
プロセス

個別戦略
の具体化

Step 3
戦略立案

Step 2-2
事業の具体化

Step 2-1
事業範囲の特定

Step 1-2 
外部環境調査

Step 1-1
現状分析

Step １ Step 2 Step ３

Phase１ CCUS/CDR戦略立案 Ｐｈａｓｅ 2
CCUS/CDR
戦略具体化

フェーズ1
GX推進政策による影響分析

フェーズ2
GX実現に向けた戦略策定

フェーズ3
事業活動のGX実行

サービスメニュー
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GXロードマップ（GX投資計画）の骨子検討

事業部門 取り組み
年

2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030

A部門 合成燃料調達

B部門 ▲▲設備の導入

C部門 CCSの実施

全社横断

再エネ電気調達

クレジット調達

脱炭素取り組みロードマップ骨子案のイメージ

自家発電・オンサイトPPA（太陽光）設計・設置工事

再エネメニューへの切り替え・オフサイトPPA

再エネ証書（非化石証書等）調達

設備運用

合成燃料の受入

設備運用設計・導入

調達ポート
フォリオ・
調達先検討

先進技術のFS検討

本格調達パイロット調達
クレジット種類
・調達先検討

技術動向調査

受入施設の整備
受入ポテンシャルの分析

調達先検討
基礎調査

設計・導入地点・技術の選定

⚫ GX実現に向けた取り組みの想定結果や、再エネ電力調達や水素活用、CCUS・CDR活用など各分野

の検討結果を踏まえた上で、貴社の事業内容や経営戦略にフィットしたGX実現への道筋を検討し、

ロードマップ骨子案として取りまとめます。

➢ ロードマップ骨子案作成にあたっては、CO2排出量や削減費用の推移を併せて試算し、貴社の投資計画策定に
資するものとします。

➢ 適宜サステナビリティのメンバーや経営コンサルタントも参画し、貴社担当者様とのブレストを重ねることによ
り、納得感の高いロードマップ骨子案を協働で作成します。

フェーズ1
GX推進政策による影響分析

フェーズ2
GX実現に向けた戦略策定

フェーズ3
事業活動のGX実行

サービスメニュー
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⚫ サプライチェーン排出量の削減やサプライチェーンの改善を見据え、原因の特定につながる排出構造

を把握する仕組みの構築を支援します。

サプライチェーン排出量の算定・管理方法の構築支援

目標 算定方法

GHG排出量 Σ（各排出源の）GHG排出量

KPI 算定方法

販売効率 ・販売数量÷生産数量

炭素強度 ・GHG排出量÷エネル
ギー使用量

エネルギー
効率

・エネルギー使用量÷生
産数量

資源効率 ・資源利用量÷生産数量

再資源化率 ・再生資源利用量÷資源
利用量

対外的な開示・報告・公表

サプライチェーン排出量の算定・管理方法の構築（イメージ）

取組 施策 施策の進捗確認のための指標

需要即応
性向上

納品リードタイムの削
減、部品共通化

・納品までのリードタイム
・部品点数

再エネ
導入

再エネ電気調達
バイオメタン利用

・再エネ比率

生産工程
の省エネ

設備の省エネ（照明・
空調等）、運用改善

・発光効率
・COP／APF

歩留まり
改善

生産方式の変更、
改善活動

・技術歩留ロス比率
・良品率

リサイクル
推進

再生材の利用、リサイ
クルルートの整備

・再生材利用量
・資源回収量

サービスメニュー フェーズ1
GX推進政策による影響分析

フェーズ2
GX実現に向けた戦略策定

フェーズ3
事業活動のGX実行
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⚫ サプライチェーン排出量や製品CFP算定に必要な各種データを収集し、集計・可視化する実装を行い

ます。弊社では、ForePaaSを用いて簡易にシステムを構築することが可能です。

⚫ またデータを用いて本社、現場等の各組織で行う業務設計等、運用体制構築を支援します。

排出量のモニタリング・算定システム構築

ForePaaSを用いた排出量の算定システム構築
（既存のツールと連携する場合のイメージ）

【入力情報】

a. 紙帳票

b. ファイル

c. データベース

d. API

e. Web入力

【データ収集・加工】 【GHG排出量算出】

紙帳票読み取り
（AI-OCR）

ファイル読込

ODBC接続

API接続

データ加工 データ連携

サプライチェーン
排出量算出

画面入力

入力フォーマットに応じ
たファイルを読み込み

GHG排出量可視化
ツールが読み込める形

に加工

API連携、ファイルベース

製品CFP算出

GHG排出量可視化ツール

【ForePaaS】
散在するデータの収集、加工、分析、可視化全ての機能を備えたデータ分析基盤

※ツールは限定せず

サービスメニュー フェーズ1
GX推進政策による影響分析

フェーズ2
GX実現に向けた戦略策定

フェーズ3
事業活動のGX実行
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⚫ 貴社による再エネ電力調達の実務をサポートします。

➢調達手段毎に主な供給事業者リストのご提供や、具体的な取得方法のご案内など、再エネ電力調達に向けたご支

援が可能です。特にオフサイトコーポレートPPAについては、国内においては、貴社のニーズと合致する再エネ発

電事業者のリストアップや、契約に際しての留意事項のご紹介、契約合意書や契約書の一般的な項目のご紹介等

のサポートをいたします。

➢海外については、一部主要国について再エネ電力サービス提供事業者のご紹介が可能です。

➢また、再エネ電力調達は電力価格の動向や政策など、さまざまな環境変化による影響を受けます。状況に応じて、

計画や調達時期など再エネ電力調達ポートフォリオの変更も支援いたします。

再エネ電力調達支援

ポートフォリオ変更の支援

図の出所）「オフサイトコーポレート PPAについて」

環境省 2022年3月更新

オフサイトコーポレートPPA契約に向けた支援

• オフサイトコーポレートPPA

の契約は、日本では（自己託

送を除き）小売電気事業者

を介した３者契約

• 3者間契約に加え、２者個別

契約の締結が必要であり、

留意点などをご紹介

• 発電事業者・小売電気事業

者共に、貴社に応じて適切

な事業者をリストアップ

再エネ調達ポートフォリオに
影響を及ぼす因子

ポートフォリオ上で
見直す事項

政策・制度変更

・・・

先進企業動向

RE100要件改訂

再エネ環境価値価格

卸電力価格

調達時期の変更

・・・

電源種の変更

契約の切り替え

調達数量の変更

フェーズ1
GX推進政策による影響分析

フェーズ2
GX実現に向けた戦略策定

フェーズ3
事業活動のGX実行

サービスメニュー
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クレジット調達支援

⚫ カーボンクレジットには様々な種類が、また調達手法にも複数のパターンがあり、それぞれの利点や

外部環境調査に基づく制度上の課題やリスクを整理したうえで、貴社の脱炭素目標やニーズに合わ

せたクレジット調達手段を提案し、調達の実現を支援します。

⚫ 調達手法に応じた条件設定に関するアドバイスや調達先の紹介等の実装支援を行います。

様々なクレジット調達手法

⚫ 自社でプロジェクトを行い、創出したクレ

ジットを獲得

A

⚫ 炭素クレジットを創出している企業に投資

し、創出されたクレジットの一部を獲得

B

⚫ 他社/団体等が創出した炭素クレジットを

直接購入

C

⚫ 他社/団体等が創出した炭素クレジットを

ブローカーから購入

D

⚫ 取引市場から炭素クレジットを購入

E

フェーズ1
GX推進政策による影響分析

フェーズ2
GX実現に向けた戦略策定

フェーズ3
事業活動のGX実行

サービスメニュー
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関連業務実績
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主な関連業務実績①

関連業務実績

案件名 顧客 時期 備考

令和5年度国内排出量取引制度の在り方検討調査

等委託業務
環境省

2023年4月～実施中
※2003年度以降継続的に受託

国内におけるカーボンプライシング制度の設
計・分析、海外におけるカーボンプライシング
制度の動向調査

令和5年度2050年カーボンニュートラルに向け

た中長期的な温室効果ガス排出削減達成のための

再生可能エネルギー導入拡大方策検討調査委託業

務

環境省
2023年4月～実施中
※2008年度以降継続的に受託

再生可能エネルギーの導入促進方策の検討、
デマンドレスポンスの効果分析、海外各国にお
ける再生可能エネルギー普及動向調査

環境対策及びSDGsに向けた取組みに関する支援

業務
特殊法人 2023年1月～実施中

環境問題・環境対策（脱炭素化、資源循環）への
助言、SDGs取り組み支援

TCFD・気候変動対策支援業務
民間企業
（機械）

2023年1月～2023年6月
TCFDシナリオ分析、気候変動への取り組み方
針・目標設定、部署別の取組み施策・ロードマッ
プの検討支援

国内外における再エネ電力調達支援業務
民間企業

（電機電子）
2022年9月～2022年12月

国内外の再エネ電力調達環境・手段・価格等の
情報整理及び分析

環境対策及びSDGsに向けた取組みに関する検討

支援業務
特殊法人 2022年8月～2022年12月

環境問題・環境対策（脱炭素化、資源循環）への
助言、SDGs取り組み調査

削減対策に係るライフサイクル排出量の推計
民間企業

（食品・飲料）
2022年7月～2022年12月

脱炭素の取り組みによる削減効果をライフサイ
クルの観点で評価分析

TCFD・脱炭素化対応支援業務
民間企業

（自動車部品）
2022年3月～実施中

TCFDシナリオ分析、脱炭素戦略検討支援、再
エネ電力調達方法の基礎検討

脱炭素化対応検討支援業務（フェーズ2）
民間企業

（電機電子）
2022年4月～2022年12月

脱炭素戦略検討支援、SBT認定取得支援、海
外再エネ電力調達に関する調査

脱炭素化対応検討支援業務（フェーズ1）
民間企業

（電機電子）
2021年11月～2022年3月

Scope1/2/3排出量算定支援、脱炭素化に
向けた取り組み方針の検討
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主な関連業務実績②

関連業務実績

案件名 顧客 時期 備考

TCFD対応及びESG評価改善支援
民間企業
（不動産）

2021年6月～2021年10月
TCFDシナリオ分析及び開示内容の検討、
ESG評価機関のスコア改善に向けたアドバイ
ザリー提供

令和３年度中小企業の中長期の削減目標に向けた

取組可能な対策行動の可視化事業等委託業務
環境省 2021年6月～2022年3月 中小企業8社を対象にコンサルティングを実施

TCFD対応及びマテリアリティ特定支援
民間企業
（建設）

2020年12～2021年5月
TCFDシナリオ分析、マテリアリティ分析、社内
浸透プロセスの支援

令和2年度 中小企業の中長期の削減目標に向け

た取組可能な対策行動の可視化事業等委託業務
環境省 2020年9月～2021年3月 中小企業8社を対象にコンサルティングを実施。

気候関連リスク対応策検討支援（TCFD対応支援）
民間企業
（素材）

2020年7月～2021年1月
企業における気候関連のリスク、機会の把握・
分析及び全社的な普及啓発を実施。

TCFDシナリオ分析及びマテリアリティ特定支援
民間企業
（食品）

2020年2月～2020年12月
企業におけるTCFD対応に向けたシナリオ分
析（気候関連のリスク、機会の把握・分析）及び
マテリアリティ特定の支援を実施。

気候変動対応成長プロセス構築支援
民間企業

（電機電子）
2019年10月～2020年3月

気候変動対策関連の事業機会について、顧客
各部署を協議の上抽出し、戦略を策定。

令和元年度SBT達成に向けたCO2削減計画策定

マニュアル作成事業等委託業務
環境省 2019年7月～2020年3月

大企業5社を対象にコンサルティングを実施。
（アスクル、小野薬品工業、サントリーHD、セイ
コーエプソン、ユニ・チャームの各社様）

RE100加盟に向けた検討支援
民間企業
（不動産）

2019年6月～2019年10月
海外拠点も含む2050年までのScope2排出
量及び再エネ電力調達コストの試算を実施。

気候変動をめぐる投資・金融の動向を踏まえた

企業活動に関する調査事業及び普及活動
経済産業省 2019年4月～（実施中）

TCFDコンソーシアムを設立・運営（ガイダンス
作成、事業会社と投資家との対話実施、等）
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主な関連業務実績③

関連業務実績

案件名 顧客 時期 備考

環境ビジョン・次期環境中計策定対応・コンサル

ティング業務
民間企業
（自動車）

2019年4月～2020年5月
マテリアリティの特定、SBT目標達成シナリオ
の検討、社内WG運営等を行い、2050年の環
境ビジョン策定支援を実施。

脱炭素化に向けた技術開発戦略策定支援
民間企業

（エネルギー）
2019年1月～2019年3月

CCS、水素等脱炭素へ向けた技術・事業への
対応のあり方について検討・提言。

SBT達成戦略策定支援
民間企業

（電機電子）
2019年1月～2019年7月

SBT目標達成のための、全世界の事業所にお
ける再エネ(証書含む）、省エネの可能性につい
て検討。
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［ 担 当 ］

橋本 賢、永村 知之、奥村 清香

佐藤 智彦、杉下 寛樹

service@mri.co.jp

TEL ：03-6858-3493

サステナビリティ本部

経営イノベーション本部

⚫ 本資料に関するお問い合わせ先
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